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宮崎県告示第 734号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、平成21年11月16日から平成21年11月30日まで
宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
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路線
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種　類
路線名 区　　　間

新旧

の別

敷地の
幅　員
（メートル）

延　長

（メートル）

国道 国道 3
27号

東臼杵郡美
郷町西郷区
小原字坪谷
の吐1062番
３地先から
同郡同町同
区小原同字
1062番３地
先まで

旧 17.8� 〜
2６.5

71.4

新 18.7� 〜
３０.8

71.4

宮崎県告示第 735号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、平成21年11月16日から平成21年11月30日まで
宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区　　　間 供用開始の期日

国道 国道 3
27号

東臼杵郡美
郷町西郷区
小原字坪谷

平成21年11月16日

の吐1062番
３地先から
同郡同町同
区小原同字
1062番３地
先まで

宮崎県告示第 736号
　建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第５号の規定
により、次のとおり道路の位置を指定した。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　

指定
番号

申請者
氏　名

位　　　　　置
道路の概要
（メートル） 指　定

年月日幅員 延長

（高鍋）
21－１

村上洋子 児湯郡都農町大字
川北1174－12、11
74－15、1174－21
、1174－19の一部

5.18
5
〜
5.３０

３5.００ 平成21
年10月
27日

（高鍋）
21－２

株式会社
イーグル
代表取締
役鷲見實

児湯郡新富町大字
上富田字前田3290
番７

5.8０ 24.３３ 平成21
年10月
27日

（小林）
21－３

株式会社
栄興住宅
代表取締
役原田武
寛

小林市大字真方字
堅田原1096番３、
1096番３地先

６.０8
〜
６.17

7.０8 平成21
年10月
28日

　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。
　　平成21年11月16日
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宮崎県知事　東国原　英　夫　

１　地籍調査を行った者の名称
　　北諸県郡三股町
２　地籍調査を行った期間
　　平成19年４月１日から平成21年８月12日
３　地籍調査を行った地域
　　北諸県郡三股町大字長田の一部
４　認証年月日
　　平成21年11月６日

　国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により
、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
１　地籍調査を行った者の名称
　　東臼杵郡椎葉村
２　地籍調査を行った期間
　　平成19年４月１日から平成21年３月19日
３　地籍調査を行った地域
　　東臼杵郡椎葉村大字下福良の一部
４　認証年月日
　　平成21年11月６日

落札者等の公告
　随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
１　随意契約に係る特定役務の名称及び数量
　　電子申請ＡＳＰサービス提供業務　一式
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　�　宮崎県県民政策部情報政策課行政情報化推進担当　宮崎市橘通
東２丁目10番１号
３　随意契約の相手方を決定した日
　　平成21年９月７日
４　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　株式会社ＨＡＲＰ　北海道札幌市中央区北１条西６丁目１－２
５　随意契約に係る契約金額
　　３６，６６６，０００円
６　随意契約によった理由
　�　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める
政令（平成７年政令第 372号）第10条第１項第１号に基づく随意
契約

落札者等の公告
　随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
１　随意契約に係る物品等の名称及び数量
　　県央地区教職員校務用パソコン　 517台
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　�　宮崎県総務部総務事務センター物品担当　宮崎市橘通東２丁目
10番１号
３　随意契約の相手方を決定した日
　　平成21年10月21日

４　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　西日本電信電話株式会社宮崎支店　宮崎市広島１丁目５番３号
５　随意契約に係る契約金額
　　5６，６89，825円
６　随意契約によった理由
　　地方自治法施行令第 167条の２第１項第８号

落札者等の公告
　随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
１　随意契約に係る物品等の名称及び数量
　　県北・児湯地区教職員校務用パソコン　 ３79台
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　�　宮崎県総務部総務事務センター物品担当　宮崎市橘通東２丁目
10番１号
３　随意契約の相手方を決定した日
　　平成21年10月21日
４　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　株式会社システム開発　宮崎市大橋３丁目 101番地１号
５　随意契約に係る契約金額
　　41，６６5，３６5円
６　随意契約によった理由
　　地方自治法施行令第 167条の２第１項第８号

落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　平成21年11月16日

宮崎県知事　東国原　英　夫　
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　製茶機械　１ライン
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　�　宮崎県総務部総務事務センター物品担当　宮崎市橘通東２丁目
10番１号
３　落札者を決定した日
　　平成21年10月26日
４　落札者の氏名及び住所
　　株式会社寺田製作所　静岡県島田市牛尾 869番地の１
５　落札金額
　　42，０００，０００円
６　一般競争入札の公告を行った日
　　平成21年10月８日

公安委員会公告

宮崎県公安委員会公告第23号
　警備業法（昭和47年法律第 117号。以下「法」という。）第42条
第２項に規定する機械警備業務管理者講習（以下「講習」という。
）を次のとおり実施する。
　　平成21年11月16日

宮崎県公安委員会委員長　野　中　玄　雄　
１　講習の実施日及び定員
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講　習　種　別 提　出　日　時

機械警備業務管理者講習 平成21年12月１日（火）から15日（
火）の午前９時から午後５時まで

２　講習の場所
　　宮崎市学園木花台西２丁目４番地３
　　　　　宮崎地域職業訓練センター　電話0985－58－1554
３　講習の実施要領
　⑴　講習は、宮崎県警備業協会に委託して実施する。
　⑵�　講習の最後に、修了考査（５枝択一式40問、 100分）を実施
し、80パーセント以上の成績者を合格者とし、合格者に講習修
了証明書を交付する。

　　　修了考査不合格者に対する再考査は行わない。
４　受講申込書の提出方法等
　⑴　提出先
　　�　住所地又は警備員である者は属する営業所の所在地を管轄す
る警察署

　⑵　提出期間及び時間

　⑶　提出方法
　　�　提出は、申込者本人によることを原則とするが、申込者が警
備員であって、その属する営業所の従業員に委任状を託しての
代理申込については認める。郵送による申込は認めない。

　⑷　提出書類
　　�　受講申込書（受講申込者の写真（申請前６月以内に撮影した
縦 ３.０センチメートル、横 2.4センチメートルの大きさの正面
、無帽、上三分身像、無背景のもの）を貼り付けたもの）１通

５　手数料
　�　４の受講申込の際、３8，０００円に相当する額の宮崎県証紙を納入
すること。
　　手数料は、受講辞退その他いかなる場合にも返還しない。
６　その他
　⑴�　受講申込の受付が終了後、その旨、社団法人宮崎県警備業協
会（電話代表0985－28－0518）に連絡すること。

　⑵�　この講習の実施に際して収集する個人情報は、この講習のた
めに必要な範囲でのみ利用する。

　⑶�　本件に関する問い合わせは、宮崎県警察本部生活安全部生活
安全企画課警備業係（電話代表0985－31－0110）に行うこと。

講　習　種　別 講　習　の　実　施　日 定員

機械警備業務管理者講習 平成22年１月13日（水）から
18日（月）まで

15人
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